
JP 2013-34755 A 2013.2.21

10

(57)【要約】
【課題】静脈血栓症の発症を防ぐことができる運動装置
を提供する。
【解決手段】運動装置１５０は、左ホルダ１５２、右ホ
ルダ１５３、移動制御機構を備える。移動制御機構は、
基盤、メインシャフト１５７、アーム１５５、ホルダア
ジャスタ１６１、１６２、ベルトを備える。患者が横た
わる寝台上に基盤がベルトで固定され、基盤中央部には
メインシャフト１５７が立設されている。メインシャフ
ト１５７先端部にはストレート状のアーム１５５がメイ
ンシャフト１５７に対して略垂直をなして回転軸線Ｐ周
りに回動可能に設けられ、メインシャフト１５７に支持
されたアーム１５５の両サイドにホルダ１５２、１５３
が配置されている。アーム１５５が回動軸線Ｐ周りで回
動することにより、各ホルダ１５２、１５３が垂直方向
Ｚに沿って移動し、患者の脚を動作させることができる
。
【選択図】　図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　患者の足を保持するホルダと、前記ホルダを移動可能に保持する移動制御機構とを備え
たことを特徴とする運動装置。
【請求項２】
　前記移動制御機構が、
　患者の一方の足側から他方の足側へ向かう左右方向成分と、
　爪先側および踵側の一方から他方に向かう前後方向成分と、
　前記左右方向成分と前記前後方向成分とに略垂直な垂直方向成分と、
  のうちの少なくともいずれか１つの方向成分を有する方向に前記ホルダを移動可能に保
持することを特徴とする請求項１に記載の運動装置。
【請求項３】
　前記移動制御機構が、左ホルダの移動および右ホルダの移動を同調させることを特徴と
する請求項２に記載の運動装置。
【請求項４】
　前記移動制御機構が、前記ホルダの動きに抗する抵抗力を付与することを特徴とする請
求項１～３のいずれか１項に記載の運動装置。
【請求項５】
　前記移動制御機構が、前記ホルダを緩徐に移動させるための速度調節手段を備えたこと
を特徴とする請求項１～３のいずれか１項に記載の運動装置。
【請求項６】
　前記ホルダが、足底弓に嵌合する丘状部を有することを特徴とする請求項１～５のいず
れか１項に記載の運動装置。
【請求項７】
　前記移動制御機構を患者の寝台上に着脱自在に固定する固定具を備えたことを特徴とす
る請求項１～６のいずれか１項に記載の運動装置。
【請求項８】
　患者の正中矢状面に合わせられる基準を有し、
　前記移動制御機構が、前記基準を中心として、前記左ホルダと前記右ホルダとを移動さ
せることを特徴とする請求項１～７のいずれか１項に記載の運動装置。
【請求項９】
　請求項１～８のいずれか１項に記載の運動装置を備えたことを特徴とする寝具。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、下肢の運動装置に関するものであり、さらに詳しくは下肢を動作させる運動
装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　近年、人工股関節全置換術後および人工膝関節全置換術後に、血栓の発生を低減させる
ための研究が進められている。例えば人工股関節全置換術後または人工膝関節全置換術後
に脚を長期間静置させたままにした場合では、下肢の静脈に血栓が形成されてしまうこと
があった。静脈内に血栓が形成されるとエコノミークラス症候群に代表されるように、虚
血や梗塞などの危険性が高まり、重体に陥る危険性もある。そこで、血栓の形成を防止す
るために下肢を運動させることが考えられたが、実際には、例えば特許文献１に示される
ような常時下肢を圧迫する弾性ストッキングや、特許文献２に示されるようなバルーン状
のエアバッグ構造体を膨縮させて下肢を間欠的に圧迫する装置が術後の入院期間中に用い
られることがほとんどであり、この弾性ストッキングや圧迫装置を用いることにより、血
栓の形成割合を低減している。
【０００３】
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　しかしながら、血栓の形成に関してより高い抑制効果を期待する場合には、下肢を実際
に動かす必要があり、可能であれば患者が自力（自動ともいう）で下肢を動かすことが好
ましいと考えられているが、弾性ストッキングや圧迫装置を用いた運動では下肢を自力で
動作させることがなく、このため、血栓形成の抑制に関してはある程度の効果しか期待す
ることができなかった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００４－０７６２５０号公報
【特許文献２】国際公開第２００８／０４４４００号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明は、上記の事情に鑑みてなされたものであり、患者が自力で下肢を動かすことに
より静脈血栓のリスクを減じることができるという考察に基づき、患者が自力で下肢の動
作が可能な装置を提供して下肢の外科手術後における静脈血栓症の発症を防ぐことを目的
とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上記の目的を達成するため、本発明の運動装置は、
　患者の足を保持するホルダと、
　前記ホルダを移動可能に保持する移動制御機構とを備えることを特徴とする。
　このとき、前記移動制御機構は、
　一方の足側から他方の足側へ向かう左右方向成分と、
　爪先側および踵側の一方から他方に向かう前後方向成分と、
　前記左右方向成分と前記前後方向成分とに略垂直な垂直方向成分と、
のうちの少なくともいずれか１つの方向成分を有する方向に前記ホルダを移動可能に保持
してもよい。
　また、前記移動制御機構が、左ホルダの移動および右ホルダの移動を同調させることが
好ましい。同調時の足の移動態様としては、両足を必ずしも同じ方向へ移動させる必要は
なく、一方が前方へ動くときに他方が後方へ動く、一方が左側へ動くときに他方が右側へ
動くなど、それぞれの足が異なる方向へ動くようにしてもよい。
　また、前記ホルダは、足底弓に嵌合する丘状部を有してもよい。
　さらに、上記の移動制御機構は、前記ホルダに抵抗を与えて移動させるための手段を備
えることもできる。前記ホルダの動きに抗する抵抗力を付与する場合のトルクは、０．３
～０．７ｋｇ・ｍであることが好ましい。さらに、上記移動制御機構は、前記ホルダを緩
徐に移動させるための速度調節手段を備えることもできる。
　また、前記移動制御機構を患者の寝台上に着脱自在に固定する固定具を備えることが好
ましい。本発明は患者が横たわる場所であれば床上などどこでも使用することができるが
、使用時には移動制御機構が動かないように固定されていることが好ましい。
　さらに、本発明の運動装置は、患者の正中矢状面に合わせられる基準を有し、前記移動
制御機構は、前記基準を中心として、前記左ホルダと前記右ホルダとを移動させてもよい
。
　さらに、本発明の寝具は、上記の運動装置を備えたことを特徴とするものである。
【発明の効果】
【０００７】
　本発明の運動装置によれば、患者の左脚および右脚を動作させて静脈血栓症の発症を防
ぐことができる。
【図面の簡単な説明】
【０００８】



(4) JP 2013-34755 A 2013.2.21

10

20

30

40

50

【図１】左右方向に延在したアームの両端部に各ホルダを設けアーム中央部を前後方向に
延びた回転軸線Ｐ周りに回転自在に保持して垂直方向で各ホルダを移動可能に保持する運
動装置を示した説明図である。
【図２】移動制御機構が、左足と右足との一方から他方に向かう左右方向で各ホルダを移
動させる運動装置の要部を示した説明図である。
【図３】弧状に形成されたアームに左ホルダおよび右ホルダを左右方向に移動自在に設け
た運動装置の主要な構成を示した概略図である。
【図４】移動制御機構が、爪先と踵との一方から他方に向かう前後方向で各ホルダを移動
させる運動装置の要部を示した説明図である。
【図５】移動制御機構が、左右方向および前後方向と略垂直な垂直方向で各ホルダを移動
させる運動装置の要部を示した説明図である。
【図６】移動制御機構が、左右方向および垂直方向で各ホルダを移動させる運動装置の要
部を示した説明図である。
【図７】移動制御機構が、左右方向および前後方向で各ホルダを移動させる運動装置の要
部を示した説明図である。
【図８】移動制御機構が、左右方向と前後方向と垂直方向との３方向で各ホルダを移動さ
せる運動装置の要部を示した説明図である。
【図９】クランク軸の両端部に各ホルダを設けクランク軸中央部を回転自在に保持するこ
とによって、移動制御機構が前後方向と垂直方向との２方向で同時に各ホルダを移動させ
る運動装置の要部を示した説明図である。
【図１０】左右方向に延在したアームの両端部に各ホルダを設けアーム中央部を前後方向
に延びた回転軸線Ｐ周りに回転自在に保持することによって、移動制御機構が垂直方向で
各ホルダを移動させる運動装置の要部を示した説明図である。
【図１１】図１０の運動装置が寝台上に固定された寝具を、垂直方向と垂直な平面で切断
した断面図である。
【図１２】図１０の運動装置が寝台上に固定された寝具を、寝台の上側から観察した上面
図である。
【図１３】図１０の運動装置が寝台上に固定された寝具を、寝具の側方から観察した側面
図である。
【図１４】図１０の運動装置が寝台上に固定された寝具の全体を示した斜視図である。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
　本発明の運動装置は、人工股関節全置換術や人工膝関節全置換術など下肢に関する手術
後における静脈血栓症の発症を防ぐこと、あるいは術後早期の運動器リハビリテーション
を可能にすることを目的として完成されたものである。この目的を達成するため、本発明
の運動装置は、患者の足を保持するホルダと、前記ホルダを移動可能に保持する移動制御
機構とを備えることを特徴とする。本発明の運動装置は、通常は、両足用に２つのホルダ
を設けるが、左足および右足のいずれか一方のみの運動、あるいは片方の足を失った患者
等のために片方だけを設けることも可能である。以下、本発明においては、説明の便宜上
、両足用のホルダを設けた態様について説明する。
　移動制御機構は、左足用のホルダと右足用のホルダとを、一方の足側から他方の足側へ
向かう左右方向成分と、爪先側および踵側の一方から他方に向かう前後方向成分と、前記
左右方向成分と前記前後方向成分とに略垂直な垂直方向成分とのうちの少なくともいずれ
か１つの方向成分を有する方向に各ホルダを移動可能に保持する。前記左右方向成分、前
後方向成分および垂直方向成分を適宜組み合わせることにより、左右の足を前後方向に旋
回させる運動、足首自体を旋回させる運動、踵を支点とした左右首振り運動、踵を支点と
して爪先を垂直方向に動かす運動（車のアクセルを踏み込むように動かす運動）など、よ
り立体的な運動を行うことができる。
　移動制御機構は、左ホルダおよび右ホルダのうちのどちらか一方のみを移動させてもよ
いし、両方を同時に移動させてもよいが、両方のホルダを同時に移動させる場合は、両ホ
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ルダを同調させて移動させることが好ましい。
  前記移動制御機構においては、患者の脚力に応じて、前記ホルダの移動に抗するように
０．１～１．０ｋｇ・ｍ、好ましくは０．３～０．７ｋｇ・ｍのトルク（旋回抵抗）を付
与することができる。
　ところで、人工股関節全置換術や人工膝関節全置換術などは術後に激しい動作は避ける
よう要求されることから、ホルダは緩徐に移動させるように移動速度を調節することがで
きる。このようなホルダの移動速度としては、例えば、毎秒０．１～３０ｃｍの範囲内が
好ましく、とりわけ毎秒０．５～１０ｃｍの範囲内が好ましい。このような移動速度を実
現するために、ホルダの緩徐な移動を許可しつつホルダの急峻な移動を禁止する機構を運
動装置に設けてもよい。このような機構を用いることにより、患者の脚が急激に動かされ
ることを防止することができ、運動装置の安全性を高めることができる。このような機能
を有する機構としては、例えば、ホルダの動きに抗するように抵抗力をホルダに付与する
速度調節手段が挙げられる。速度調節手段がホルダの動きに対して抵抗力を加えるため、
ホルダの動きは緩やかにされる。なお、速度調節手段は、前記旋回抵抗を付与した移動制
御機構と兼用することができる。
【００１０】
　以下に本発明の運動装置の要部を例示するが、以下の態様はあくまで一例であり本発明
は以下の例に限定されるものではない。
　図１は、本発明の運動装置の一例を示す図であり、左右方向に延在したアームの両端部
に足を保持するホルダを設け、アームの中央部を前後方向に延びた回転軸線周りに回転自
在に保持して垂直方向に各ホルダを移動させる運動装置の要部を示した説明図である。図
１に示すように、例えば運動装置１５０は、左ホルダ１５２、右ホルダ１５３、アーム１
５５、メインシャフト１５７、マウント１６１、１６２等を備え、各ホルダ１５２、１５
３がＺ方向に移動できるように構成されている。メインシャフト１５７に、アーム１５５
がメインシャフト１５７と略垂直をなすようにアーム１５５を固定し、アーム１５５の両
サイドに、マウント１６１、１６２を配置する。左ホルダ１５２および右ホルダ１５３は
、形状は特に限定されるものではなく、例えばスリッパ形状であり、患者の足裏と対向す
る足受け部２０１、２０２、足受け部２０１、２０２に対して略直角をなすように立設さ
れ踵が載置される踵ガイド部２０５、２０６、足受け部２０１、２０２および踵ガイド部
２０５、２０６に載せられた足を拘束する拘束帯２０９、２１０を有する構造にすること
ができる。足受け部２０１、２０２には、患者の足底丘（土踏まず）に嵌合するように隆
起した丘状部２１３、２１４を形成することが好ましく、丘状部２１３、２１４を足受け
部２０１、２０２に形成することにより、患者の足を左右のホルダ１５２、１５３により
フィットさせることができる。
  マウント１６１、１６２は、足を各方向に動かせるように、各ホルダ１５２、１５３を
保持することができる。例えば、上下方向（図ではＺ方向（身体の長手方向））に足を動
かす運動、左右方向Ｘ又は上下方向（Ｚ方向）に足首を首振りさせる運動（例えば踵を支
点として足の先が左右に円弧を描くように足首を旋回させる運動、踵を支点として車のア
クセルを踏むように爪先をＺ方向に動かす運動）、あるいは足裏の略中心となる位置（例
えば土踏まずの位置）にロッドエンドベアリングを設けて足首の球面旋回させる運動がで
きるようにすることができる。また、垂直方向Ｚ、左右方向Ｘおよび前後方向Ｙのいずれ
にも可動させるために、あらゆる方向に配向させることができるボールジョイントを用い
ることもできる。
  アーム１５５の回動範囲、および首振り角度や旋回角度は特に制限しないが、左右の足
をＺ方向に動かすときの旋回角度として例えばアーム１５５を片側に１０度～５０度、好
ましくは３０～４５度、首振り角度として例えば５度～５０度、好ましくは３０～４５度
、球面での旋回角度として５～２０度、好ましくは１５度とすることができる。
  アーム１５５の回動角度を調節することで患者の脚の折り畳み角度を調節することがで
きる。そして、患者の足を各ホルダ１５２、１５３に保持して患者が自律的に脚部を動か
すことにより、患者は脚の筋肉を使い、静脈血栓症の発症を防ぐことができ、また術後早
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期のリハビリテーションが可能となる。さらに、術後の、痛み、筋力低下、体力低下、意
欲低下などに対しても、この運動装置１５０を用いることにより脚の運動に対する意欲や
運動の頻度を高めて、これら痛み、筋力低下、体力低下、意欲低下などの解消が期待でき
る。
【００１１】
　上記では、各ホルダを保持したアーム１５５を回転軸Ｐを中心に回動させて左右のホル
ダを移動させる構造および足首を旋回させる構造の運動装置を例示したが、本発明の態様
はこれに限らず、例えば、以下に説明するもの（図２～９）も可能である。
　図２は左右方向に沿って左ホルダおよび右ホルダの移動が可能な運動装置の主要な構成
を示した概略図である。図２に示すように、運動装置２は、アーム６、左ホルダ３、右ホ
ルダ４を備える。アーム６は左右方向Ｘに延在し、このアーム６に左ホルダ３および右ホ
ルダ４がアームに沿って移動できるように設けられている。
　各ホルダ３、４はマウント８を備え、マウント８は各ホルダ３、４をアーム６の延びる
方向にスライド移動可能に取り付ける。このように、左右方向に延びたアーム６と、この
アーム６に各ホルダ３、４をスライド移動自在に取り付けるマウント８とを有する移動制
御機構によって左ホルダ３および右ホルダ４は左右方向Ｘに沿って移動することができる
。図２に示したホルダ３、４は例えばスリッパ形状であり（これに限定されるものではな
い）、図１と同様に患者の踵を置く部分と、足の甲をホールドする部分とから構成されて
いる。左ホルダ３および右ホルダ４は、患者の足裏と対向する足受け部３ａ、４ａ、この
足受け部３ａ、４ａ、に対して略直角をなすように立設され踵が載置される踵ガイド部３
ｂ、４ｂ、これら足受け部３ａ、４ａおよび踵ガイド部３ｂ、４ｂに載せられた足の甲か
ら爪先周辺が足受け部３ａ、４ａから逸脱することがないように拘束する拘束帯３ｃ、４
ｃを有する。各ホルダ３、４の足受け部３ａ、４ａには患者の足底丘に嵌合するように隆
起した丘状部３ｄ、４ｄが設けられている。足受け部３ａ、４ａに丘状部３ｄ、４ｄが形
成されていることにより、患者は両足の土踏まずをホルダ３、４に、よりしっかりとホー
ルドさせることが可能となるとともに、足底部の静脈叢を刺激することにつながる。
　このような運動装置２により、患者は両脚を左右方向Ｘに開いたり閉じたりする動作を
行うことができる。
【００１２】
　図２では直線状に形成されたアーム６に各ホルダ３、４を設けた運動装置を例示したが
、脚は股関節の外転運動に合わせて、アームを弧状に形成してもよい。図３は弧状に形成
されたアームに左ホルダおよび右ホルダを左右方向に移動自在に設けた運動装置の主要な
構成を示した概略図である。
　図３に示すように、運動装置１３０は左ホルダ１３２、右ホルダ１３３、アーム１３５
を備え、各ホルダ１３２、１３３は弧状に形成されたアーム１３５上をアームの延在方向
に沿って移動することができる。これにより患者はアーム１３５の延在方向（左右方向）
により大きく開脚動作することができる。
【００１３】
　図４は、足の動きの前後方向（図では上下方法）に沿って左ホルダおよび右ホルダの移
動が可能な運動装置の主要な構成を示した概略図である。図４に示すように、運動装置１
０は、左側アーム１２、右側アーム１３、左ホルダ１６、右ホルダ１７を備える。各アー
ム１２、１３は前後方向Ｙに延在し、これらアーム１２、１３に左ホルダ１６および右ホ
ルダ１７がそれぞれ移動可能に設けられている。
　各ホルダ１６、１７はマウント１８、１９を備え、マウント１８、１９は各ホルダ１６
、１７をアーム１２、１３の延びる方向にスライド移動可能に取り付ける。このように、
前後方向に延びたアーム１２、１３と、このアーム１２、１３に各ホルダ１６、１７をス
ライド移動自在に取り付けるマウント１８、１９とを有する移動制御機構によって左ホル
ダ１６および右ホルダ１７は前後方向Ｙに沿って移動することができる。
　このような運動装置１０により患者は両脚を前後方向Ｙに沿って開いたり閉じたりする
動作を繰り返し行うことができる。
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　また、図４ではＹ方向に延在した直線形状のアーム１２、１３上に各ホルダ１６、１７
を移動自在に設けた運動装置１０を例示したが、このアームは図３で例示したように湾曲
しているものを用いてもよい。図示はしないが、Ｙ方向に延びるとともに足裏側で凹むよ
うに湾曲したアームを用いることにより患者は前後方向に脚をより大きく開脚動作するこ
とができる。
【００１４】
　図５は、垂直方向（Ｚ方向）に沿って左ホルダおよび右ホルダの移動が可能な運動装置
の主要な構成を示した概略図である。図５に示すように、運動装置３０は、左側ピストン
機構３２、右側ピストン機構３３、左ホルダ３５、右ホルダ３６を備える。各ピストン機
構３２、３３は垂直方向に伸縮し、このピストン機構３２、３３の先端部に左ホルダ３５
および右ホルダ３６が取り付けられている。
　ピストン機構３２、３３では垂直方向Ｚで突出／引込できるようにピストン３２ａ、３
３ａがシリンダによって支えられており、ピストン３２ａ、３３ａの先端にマウント３８
、３９が設けられている（なお、垂直方向Ｚは図２、図４で説明した左右方向Ｘおよび前
後方向Ｙと略垂直な方向である）。このマウント３８、３９を介して各ホルダ３５、３６
がピストン３２ａ、３３ａに取り付けられ、左ホルダ３５および右ホルダ３６はそれぞれ
垂直方向Ｚに沿って移動することができる。
　このような運動装置３０により患者は両脚を垂直方向Ｚに沿って伸ばしたり折り畳んだ
りすることができる。
【００１５】
　図６は左右方向成分と垂直方向成分とのうちの少なくともどちらかを成分として有する
方向に左ホルダおよび右ホルダの移動が可能な運動装置の主要な構成を示した概略図であ
る。図６に示すように、運動装置５０は、左右方向Ｘに延在したアーム５２、左ホルダ５
３、右ホルダ５４、ピストン機構５６、５７を備え、アーム５２に第１マウント５８、５
９を介してピストン機構５６、５７が取り付けられている。これによりピストン機構５６
、５７は左右方向Ｘに沿ってスライド移動することができる。
　第２マウント６１、６２は各ピストン機構５６、５７のピストン５６ａ、５７ａ先端部
に各ホルダ５３、５４を固定する。これにより各ホルダ５３、５４は、左右方向Ｘの左右
方向成分と垂直方向Ｚの垂直方向成分との少なくともどちらかを有する方向に移動するこ
とができる。
　このような運動装置５０により患者は両脚を左右方向Ｘに沿って開いたり閉じたりしつ
つ垂直方向Ｚに沿って伸ばしたり折り畳んだりすることができる。
【００１６】
　図７は左右方向成分および前後方向成分のうちの少なくともどちらか一方を成分として
有する方向に左ホルダおよび右ホルダの移動が可能な運動装置の主要な構成を示した概略
図である。図７に示すように、運動装置７０は、左右方向Ｘで延在したアーム７２、前後
方向Ｙで延在したアーム７４、７５、左ホルダ７７、右ホルダ７８、マウント８０、８１
を備え、マウント８０、８１はアーム７２、７４、７５上を滑動する。アーム７２は例え
ば左右方向Ｘに沿って移動自在にフレーム８５によって保持され、アーム７４、７５はそ
れぞれ前後方向Ｙに沿って移動自在にフレーム８６によって保持されている。これによっ
てホルダ７７、７８は、左右方向Ｘの左右方向成分と前後方向Ｙの前後方向成分との少な
くともどちらかを有する方向に移動することができる。
　このような運動装置７０により患者は両脚を左右方向Ｘに沿って開いたり閉じたりしつ
つ前後方向Ｙに沿って開いたり閉じたりすることができる。
【００１７】
　図８は左右方向成分と前後方向成分と垂直方向成分とのうちの少なくともいずれか１つ
を成分として有する方向に左ホルダおよび右ホルダの移動が可能な運動装置の主要な構成
を示した概略図である。図８に示すように、運動装置９０は、左右方向Ｘで延在したアー
ム９２、前後方向Ｙで延在したアーム９４、９５、ピストン機構９７、９８、左ホルダ１
００、右ホルダ１０１、第１マウント１０３、１０４、第２マウント１０６、１０７を備
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え、第２マウント１０６、１０７は、アーム９２、９４、９５上を滑動する。アーム９２
は例えば前後方向Ｙに沿って移動自在に図示しないフレームによって保持され、アーム９
４、９５はそれぞれ左右方向Ｘに沿って移動自在に図示しないフレームによって保持され
ている。これにより、第２マウント１０６、１０７に保持されたピストン機構９７、９８
は左右方向Ｘと前後方向Ｙとのうちの少なくともどちらか一方に沿って移動することがで
き、これらピストン機構９７、９８に支持された各ホルダ１００、１０１は、左右方向Ｘ
の左右方向成分と前後方向Ｙの前後方向成分と垂直方向Ｚの垂直方向成分との少なくとも
いずれかを方向成分として有する方向に移動することができる。
　このような運動装置７０により患者は両脚を左右方向Ｘに沿って開いたり閉じたりする
動作、前後方向Ｙに沿って開いたり閉じたりする動作、さらに垂直方向Ｚに沿って伸ばし
たり折り畳んだりする動作を複合的に行うことができる。
【００１８】
　以上の図２～図８で例示した運動装置は、基本的に左右のホルダを独立的に移動制御可
能であるが、左右の両ホルダを同時に移動させてもよい。独立的に作動可能な左右のホル
ダを同時に移動させることにより、下肢運動のバラエティが増え、多様な運動が可能とな
る。
【００１９】
　また上記では、左右方向成分、前後方向成分、垂直方向成分とのうち少なくともいずれ
か１つの方向成分を有する方向に、各ホルダを独立的に移動させる移動制御機構について
例示したが、左右のホルダの動きを同調させてもよい。左ホルダの移動と右ホルダの移動
とを同調させることにより、運動の偏りを低減することができる。特にこの運動装置でリ
ハビリを行う場合には、バランスのよい筋力回復を見込むことができる。
　例えば図９は、クランク軸の両端部に各ホルダを設けクランク軸中央部を回転自在に保
持することによって、左右でシンメトリーに移動制御機構が前後方向成分と垂直方向成分
とのうちどちらかの方向成分を有する方向に各ホルダを移動させる運動装置の要部を示し
た説明図である。図９に示すように、運動装置１１０は、クランクシャフト１１２、左ホ
ルダ１１４、右ホルダ１１５、マウント１１７、１１８、軸受け１２０を備える。各ホル
ダ１１４、１１５はマウント１１７、１１８を介してクランクシャフト１１２の両端部に
回転自在に取り付けられ、クランクシャフト１１２の中央部は軸受け１２０によって回転
可能に保持される。
　これにより、各ホルダ１１４、１１５は前後方向成分および垂直方向成分のうちの少な
くともどちらか一方を成分として有する方向に移動できるとともに、左ホルダ１１４と右
ホルダ１１５とで同調して移動することができ、患者は自転車のペダルを漕ぐときのよう
に脚を動作させることができる。
【００２０】
　次に、本発明の運動装置について図１０～図１４を用いてより詳細に説明する。但し、
以下の実施形態はあくまで一例であるので設計や構成材料などに応じて適宜変更すること
ができる。
　図１０は、図１に示した運動装置をベッド等の寝具に固定できるようにしたものであり
、左右方向に延在したアームの両端部に各ホルダを設けアーム中央部を前後方向に延びた
回転軸線周りに回転自在に保持することによって、移動制御機構が垂直方向で各ホルダを
移動させる運動装置の要部を示した説明図である。
　また、図１１は、図１０の運動装置が寝台上に固定された寝具を、垂直方向と垂直な平
面で切断した断面図であり、図１２は運動装置を寝台の上側から観察した上面図であり、
図１３は運動装置を寝具の右側方から観察した側面図である。さらに、図１４は運動装置
が寝台上に固定された寝具の全体を示した斜視図である。
　図１０～図１４に例示した運動装置は、左ホルダと右ホルダとを同調して垂直方向に移
動させることができる。運動装置１５０は、左ホルダ１５２、右ホルダ１５３、移動制御
機構を備え、移動制御機構は、アーム１５５、メインシャフト１５７、基盤１５９、ホル
ダアジャスタ（マウント）１６１、１６２、固定具（例えば締結ベルト１６４）等を備え
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る。
【００２１】
　基盤１５９はベッドなどの寝具１７０上に載置され、基盤１５９上にはメインシャフト
１５７が基盤面１５９ａに対して略垂直に立設されている。メインシャフト１５７の先端
には、アーム１５５がメインシャフト１５７と略垂直に設けられ、アーム１５５の両サイ
ドにはホルダアジャスタ１６１、１６２が配置される。それぞれのホルダアジャスタ１６
１、１６２は左ホルダ１５２および右ホルダ１５３のアーム１５５上での固定位置を、患
者の足幅に合わせて調節することができる。足幅は特に限定されるものではないが、例え
ば１５０ｍｍ～６００ｍｍ、好ましくは２５０ｍｍ～４００ｍｍとすることができる。基
盤１５９の両サイドには移動制御機構をマットレスなどの寝台１７１上に固定するための
固定具が設けられる。固定具は、移動制御機構をどのように固定するかに応じて適宜決定
することができる。固定具として、ベルト、クランプ、その他の挟持具を用いて寝具１７
０端部のフレーム１７４（図１４参照）に移動制御機構を固定することができる。図１１
では、固定具として締結ベルト１６４を用い、この締結ベルト１６４がバックル１６７、
１６８によって寝具１７０のフレーム１７２に係止されることにより、移動制御機構が寝
台１７１上に固定される態様を示した。
  メインシャフト１５７は、例えば基盤１５９の中央部に配置することができ、患者の正
中矢状面(sagittal plane)に合わせられる基準として機能させることが可能である。
【００２２】
　左ホルダ１５２および右ホルダ１５３は、患者の足裏と対向する足受け部２０１、２０
２、この足受け部２０１、２０２に対して略直角をなすように立設され踵が載置される踵
ガイド部２０５、２０６、これら足受け部２０１、２０２および踵ガイド部２０５、２０
６に載せられた足の甲から爪先周辺が足受け部２０１、２０２から逸脱することがないよ
うに拘束する拘束帯２０９、２１０を有する。
　左ホルダ１５２および右ホルダ１５３の足受け部２０１、２０２には患者の足底丘に嵌
合するように隆起した丘状部２１３、２１４が一体形成されている。足受け部２０１、２
０２に丘状部２１３、２１４が形成されていることにより、患者は両足の土踏まずをホル
ダ１５２、１５３に、よりしっかりとホールドさせることが可能となる。
【００２３】
　左ホルダ１５２および右ホルダ１５３の裏側にはホルダアジャスタ１６１、１６２が配
置され、このホルダアジャスタ１６１、１６２はアーム１５５上におけるホルダ１５２、
１５３の固定位置を調節することができる。ホルダアジャスタ１６１、１６２は、例えば
対向配置された一対の挟持片１６１ａ、１６２ａと、この挟持片１６１ａ、１６２ａの挟
持力を調節するためのロックスクリュー１６１ｂ、１６２ｂを備え、このロックスクリュ
ー１６１ｂ，１６２ｂを締弛することによりアーム１５５上でホルダアジャスタ１６１，
１６２の固定位置を調節することができる。例えばホルダアジャスタ１６１、１６２の位
置をアーム１５５上で調節する場合にはロックスクリュー１６１ｂ、１６２ｂを弛めてホ
ルダアジャスタ１６１、１６２の挟持力を弱め、ホルダアジャスタ１６１、１６２をアー
ム１５５上で固定する場合にはロックスクリュー１６１ｂ、１６２ｂを締めてホルダアジ
ャスタ１６１、１６２の挟持力を強める。
【００２４】
　ホルダアジャスタ１６１、１６２は左右方向で回動可能なロッドエンドベアリング２３
１、２３２（図１２参照）を備え、これにより各ホルダ１５２、1５３は左右方向Ｘ、前
後方向Ｙおよび上下方向Ｚに首振り運動または球面旋回運動を行うことが可能となる（図
１２参照）。各ホルダが、垂直方向Ｚだけでなく左右方向Ｘや前後方向Ｙにも可動する場
合には、あらゆる方向に配向させることができるボールジョイントを用いるとよい。ボー
ルジョイントを用いることにより、ホルダの足受け部は常時患者の足裏と正対することが
でき、運動時に患者の脚関節にかかる負担を低減することができる。
  首振りおよび旋回角度は特に制限しないが、例えば首振り運動として５～５０度、例え
ば５度、１０度、１５度、２０度、２５度、３０度、３５度、４０度、４５度、５０度の
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振れ角度、球面での旋回角度として５～２０度、例えば５度、１０度、１５度、２０度な
ど適宜定めることができる。各ホルダ１５２、１５３が首振り運動を実施できることで、
アーム１５５の回動時にホルダ１５２、１５３の足受け部２０１、２０２が患者の足裏と
正対する可能性を高めることができ、患者の足裏がホルダ面に正対できないなど脚関節が
許容できないような方向に足受け部２０１、２０２が向けられることを低減し、アーム１
５５の回動時に患者の脚関節にかかる負担を低減している。
【００２５】
　アーム１５５の中央部にはシャフト１５７の先端に組み付けられるジョイントプレート
１５５ａ（図１０、図１１参照）が一体形成され、このジョイントプレート１５５ａがメ
インシャフト１５７の先端と、摩擦力調節用ナット２２０との間に挟まれている。
　ジョイントプレート１５５ａは摩擦係数の大きな第１摩擦板２４１を備え、メインシャ
フト１５７の先端は、ジョイントプレート１５５ａの第１摩擦板２４１と対向配置される
第２摩擦板２４２を備える。ナット２２０の下側には第１摩擦板２４１を第２摩擦板２４
２に所定圧力で押圧するための皿バネ２４３が配置される。ナット２２０が締められるこ
とで皿バネ２４３を介して第１、第２摩擦板２４１、２４２が互いに所定圧力で当接し、
ジョイントプレート１５５ａがメインシャフト１５７に対して回動する際に摩擦力が形成
される。
　第２摩擦板２４２に対する第１摩擦板２４１の押圧力の調節はナット２２０の締弛によ
って行うことができ、このナット２２０を締める／弛めることにより、形成される摩擦力
を調節することができる。摩擦力の調節範囲は特に制限しないが、例えば、０．３～０．
７ｋｇ・ｍのトルクに相当する摩擦力が形成されるように、ナット２２０を回して摩擦力
を調節することが好ましい。
　アーム１５５の回動範囲は特に制限しないが、例えばアーム１５５を片側に、５～５０
度、例えば５度、１０度、１５度、２０度、２５度、３０度、３５度、４０度、４５度、
５０度など回動させてよく、アーム１５５の回動角度を調節することで患者の脚の折り畳
み角度を調節することができる。
【００２６】
　次に本発明の作用について説明する。
　まず、静脈血栓症予防を目的として下肢に運動が必要な患者のため、運動装置１５０は
寝具１７０の寝台１７１上に取り付けられる（図１４）。運動装置１５０の取り付けは、
例えば運動装置１５０の基盤１５９に設けられたベルト１６４を寝具１７０に巻きつけて
バックル１６７、１６８で留めることにより固定することができる。このとき、運動装置
１５０の取り付け位置は患者の背丈に合わせて適宜調節するとよく、さらに、メインシャ
フト１５７を患者の正中矢状面辺りに合わせることが好ましい。
【００２７】
　運動装置１５０の固定後、寝台１７１上ホルダ１５２、１５３に患者の足を嵌め込み固
定する。各ホルダ１５２、１５３に左足および右足を固定する際は、患者の左足と右脚と
の間隔に応じて、各ホルダ１５２、１５３がメインシャフト１５７に対して略軸対称に配
置されるようにホルダアジャスタ１６１、１６２の固定位置を調節することができる。患
者の正中矢状面に合わせられたメインシャフト１５７に対して各ホルダ１５２、１５３を
軸対称に配置することで、左右対称に運動を実施することができ、バランスのよい運動を
実施することができる。
【００２８】
　患者の左足、右足がそれぞれホルダ１５２、１５３に固定された後、患者の下肢の運動
が開始される。下肢の運動は自己の筋力のみで自律的に行うことが好ましい。人工股関節
全置換術や人工膝関節全置換術などの術後は、筋力が著しく低下している、股関節／膝関
節が固い、さらに麻痺を有するなどの理由により自力で十分に動かせない場合では、患者
は自分のできる範囲で脚を動かせばよい。また、患者が自力で足を動かす際に理学療法士
や介護人などのヘルパーが下肢の運動をサポートすることも可能である。
　各ホルダが垂直方向Ｚに沿って移動することにより、患者の足、脛部、膝、大腿部、臀
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部など脚部全体が動作する。アーム１５５の動きにはトルクが付与されるため、これによ
りそれぞれのホルダ１５２、１５３は患者に負荷をかけることができる。
【００２９】
　また、患者が自律的に運動を行うことで静脈血栓症の発症を防ぐことができる。そして
、患者の脚の動きに対してトルクが働き、これにより下肢に負荷をかけることが可能とな
りアイソトニックトレーニングを実施することができる。このアイソトニックトレーニン
グによりリハビリの効果が期待できる。例えば、患者の下肢の筋力を回復することができ
、よりスムーズに実際の歩行訓練に移行することができる。
　以上のように、本発明の運動装置１５０は、患者の足を保持する各ホルダ１５２、１５
３の動きによって患者の脚部を運動させ、静脈血栓症の発症を防ぐことができる。また、
下肢を自力である程度動かせるようになった後には、リハビリ用の運動装置として使用す
ることができる。さらに、血栓の形成を予防するための薬剤の投与が不要になることが期
待でき、入院期間の短縮や医療費の削減、合併症の低減なども期待できる。
　上記では、垂直方向Ｚに沿ってホルダ１５２、１５３が移動したが、運動装置に図２や
図４さらに図６～図９のいずれかで例示したような構造を組み込んでもよい。例えば、図
９で例示した構造を運動装置に組み込んだ場合、股関節や膝関節の使われ方や脚部筋肉の
使用部位が上述した運動装置１５０を使用した場合と異なるため、患者に興趣の異なる運
動を提供することができる。
【００３０】
　上記の実施形態では、第１、第２摩擦板２４１、２４２を用いてホルダの動きに抗する
抵抗力を形成したが、抵抗力の形成方法はこれに限らず、他の方法を用いてもよい。
　例えば、電磁駆動式のアクチュエータを用いてホルダの動きに抗する抵抗力を形成する
こともできる。このようなアクチュエータを用いることにより抵抗力の調節を容易に行う
ことができる。
　例えば、血栓症の予防を目的に下肢を動作させる場合には、抵抗力が最も弱くなるよう
にアクチュエータを設定し、自力で下肢を動かせるようになってからはアクチュエータが
発揮する抵抗力を段階的に強める。このようにして下肢をリハビリすることで、血栓症の
予防だけでなく患者の下肢に徐々に負荷を与えてトレーニングすることができる。これに
より患者の下肢の筋力回復がある程度期待でき、より利便性の高い運動装置を提供するこ
とができる。
【符号の説明】
【００３１】
　２、１０、３０、５０、７０、９０、１１０　運動装置
　３、１６、３５、５３、７７、１００、１１４　左ホルダ
　４、１７、３６、５４、７８、１０１、１１５　右ホルダ
　６　アーム
　８　マウント
　３２、３３ピストン機構
　１１２　クランクシャフト
　１２０　軸受け
　１５０　運動装置
　１５２　左ホルダ
　１５３　右ホルダ
　１５５　アーム
　１５５ａ　ジョイントプレート
　１５７　メインシャフト
　１５９　基盤
　１５９ａ　基盤面
　１６１、１６２　ホルダアジャスタ
　１６１ａ、１６２ａ　挟持片
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　１６１ｂ、１６２ｂ　ロックスクリュー
　１６４　ベルト
　１６７、１６８　バックル
　１７０　寝具
　１７１　寝台
　１７４　フレーム
　２０１、２０２　足受け部
　２０５、２０６　踵ガイド部
　２０９、２１０　拘束帯
　２１３、２１４　丘状部
　２２０　ナット
　２３1、２３２　ロッドエンドベアリング
　２４１　第１摩擦板
　２４２　第２摩擦板

【図１】 【図２】
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